平成２７年度　第６回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年６月２５日（木）午前１０時～午前１０時４５分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都
　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳　　

　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史
【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第１号　　選考により採用することができる職に係る承認について

議案第２号　　人事委員会規則等の一部改正について（組織改正関係等）
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


１　議案第１号

　選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から次のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。
（１）申請のあった職及び採用予定者数
文化財主事　 　　　　　　　　　　　１名程度

文化財主事（任期付職員）　　　　　 ２名程度

（２）採用予定日

　　平成27年10月１日

（３）申請理由
　　　埋蔵文化財の発掘調査業務については、その業務の専門性・特殊性から、高度の専門的知識・経験、職務遂行能力が求められる。

　　　そのため、その者が業務に必要な専門的知識・経験を有しているか、それらの知識・経験を業務に活用できるかどうかといった点に着目し、専門試験、論文試験、実技試験及び人物試験により総合的に評価する必要がある。

（４）選定方法

　　　教育委員会において採用試験を実施。

①試験内容

　　ア　専門試験：文化財主事に必要な専門的知識（考古学、歴史学及び埋蔵文化財の調査等に関する知識）についての筆記試験（多肢選択式）

　　イ　論文試験：公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

　　ウ　実技試験：土器の実測に関する実技試験

　　エ　人物試験：個別面接等による人物及び専門的知識についての口述試験

　②受験資格

　　ア　年齢要件：文化財主事　昭和５４年４月２日以降に生まれた者

　　　　　　　　　文化財主事（任期付職員）　なし

　　イ　資格免許：次のいずれかの要件を満たす者

　　　　　　　　　（ア）大学又は大学院で考古学又は歴史学を専攻して卒業（修了）した人

（イ）大学又は大学院を卒業（修了）したのち、発掘調査員に相当する職に６ヶ月以上従事した経験のある人（ただし、発掘調査補助員及び発掘作業員を除く。）

　　　　　　　　　　

（５）人事委員会の判断
　　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】

委　員

　　前回十分採れなかったから何回かやれば採れるということなのだろうか。同じ方法で繰り返すということだが、何か工夫をする余地はあるのか。

事務局
　　広報活動で大学に直接訪問されることはあるようだが、なかなかそれ以外の方法が見いだせないようだ。

委　員

　年齢要件は別に障壁ではないと思うが。

事務局

　　１２名応募があって合格者が２名になった理由は何か。
事務局
　　合格のレベルに達しなかったためと聞いている。

委　員

　　任期付の方は、鳥取と縁もゆかりもない方が来られるのか。

事務局
　その場合もある。

　また、他の試験と掛け持ちで受験されるようだ。

委　員

　受験者はあるがなかなか難しいということだな。

２　議案第２号

　　人事委員会規則等の一部改正（組織改正関係等）について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

以下のとおり規則及び通知の一部を改正しようとするもの。

（１）改正する規則等の名称

①規則

  　ア　職員の職務の級の分類に関する規則

  　イ　管理職手当に関する規則

  　ウ　管理職員等の範囲を定める規則

  　エ　特地勤務手当に準ずる手当に関する規則

②通知

  　ア　職の区分表について

  　イ　管理職手当に関する規則別表第１中の「人事委員会が承認したもの」について

（２）概要

①職員の職務の級の分類に関する規則

       職の新設、組織の廃止等に伴い、職務の級の分類を定める級別職務分類表（行政職給料表、教育職給料表（１）及び教育職給料表（２））を一部改正する。

     〇　行政職給料表級別職務分類表

      　＜知事部局＞

          本庁　

          ・未来づくり推進局の削除、元気づくり総本部の追加

          ・企画課の削除、とっとり元気戦略課の追加

          ・地域振興部東部振興課の削除、元気づくり総本部東部振興課の追加

          ・文化観光スポーツ局の削除、観光交流局の追加

          ・文化振興監（８級）の追加

          ・経済産業振興監（８級）の追加

          ・通商物流戦略監の（７級）の削除、同（８級）の追加

          ・官房長（８級）の削除、同（６級）の追加

          ・筆頭総室長（８級）の削除

          ・総室長（８級）の削除

          ・院長（６級、７級）の削除

          ・講師（３級）の削除

          地方機関

          ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

      〇　教育職給料表（１）級別職務分類表

      　＜知事部局＞

          地方機関

          ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

      〇　教育職給料表（２）級別職務分類表

      　＜知事部局＞

          地方機関

          ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

②管理職手当に関する規則

  　   組織の名称変更、組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、管理職手当の支給区分を定める当該規則別表第１に規定する組織又は職を一部改正するとともに、当該規則別表第２の備考に規定する「特定職」に職を追加する。

      ＜知事部局＞

        別表第１

        本庁

        ・未来づくり推進局の局長の削除（１種）

        ・文化観光スポーツ局の局長の削除（１種）

        ・観光交流局の局長の追加（１種）

        ・官房長の区分変更（２種→３種）

        ・文化振興監の追加（２種）

        ・経済産業振興監の追加（２種）

        ・経済産業総室産業振興室の室長の削除（３種）

        ・経済産業総室通商物流室の室長の削除（３種）

        ・経済産業総室企業支援室の室長の削除（３種）

        ・雇用人材総室労働政策室の室長の削除（３種）

        ・雇用人材総室就業支援室の室長の削除（３種）

        ・室長のうち、３種の職に係る規定の削除（４種）

        地方機関

        ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

        別表第２

        備考（２）

        ・文化振興監の追加

        ・経済産業振興監の追加
③管職員等の範囲を定める規則

    　組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、管理職員の範囲を定める当該規則別表に規定する機関又は職員を一部改正する。

      ＜知事部局＞

        ・文化振興監の追加

        ・経済産業振興監の追加

        ・筆頭総室長の削除

        ・総室長の削除

        ・「男女共同参画センター」の記載順の変更
④職の区分表について

      組織の廃止、職の新設又は廃止等に伴い、「上位の職」について定める当該通知別表（行政職給料表、教育職給料表（１）及び教育職給料表（２））を一部改正する。

    〇　行政職給料表の職の区分表

      ＜知事部局＞

        　本庁

          ・未来づくり推進局の削除、元気づくり総本部の追加

          ・地域振興部東部振興課の削除、元気づくり総本部東部振興課の追加

          ・文化観光スポーツ局の削除、観光交流局の追加

          ・文化振興監（次長及び同相当職　７級又は８級）の追加

          ・経済産業振興監（次長及び同相当職　７級又は８級）の追加

          ・官房長（次長及び同相当職　７級又は８級）の削除、同（課長及び同相当職　６級又は７級）の追加

          ・筆頭総室長（次長及び同相当職　７級又は８級）の削除

          ・総室長（次長及び同相当職　７級又は８級）の削除

          ・院長（課長級及び同相当職　６級又は７級）の削除

          ・講師（係長及び同相当職　３級）の削除

          地方機関

          ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

    〇　教育職給料表（１）の職の区分表

      ＜知事部局＞

        ・「男女共同参画センター」の記載順の変更

    〇　教育職給料表（２）の職の区分表

      ＜知事部局＞

        ・「男女共同参画センター」の記載順の変更
⑤管理職手当に関する規則別表第１中の「人事委員会が承認したもの」について

管理職手当について複数の区分に格付けされている職のうち、上位の区分とする職を包括的に承認するものを一部改正する。

        第１項（１種として承認するもの）

        ・未来づくり推進局の局長の削除

        ・文化観光スポーツ局の局長の削除

        ・観光交流局の局長の追加
⑥特地勤務手当に準ずる手当に関する規則

準特地公署を定めた別表１中、「農林総合研究所園芸試験場日南試験地」を「園芸試験場日南試験地」に改正（平成25年度末の農林総合研究所体制廃止に伴う所要の規定の整備）

（３）施行（適用）日

①特地勤務手当に準ずる手当に関する規則は公布日

  ②①以外は平成27年７月１日

【質　疑】

委　員

管理職手当に関する規則に関連して、例えば別表第１の１種「観光交流局の局長（人事委員会が承認したものに限る。）」とあるが、人事委員会が承認していない局長は何種になるのか。

事務局

何も規定していない場合は２種の「局長」で読むことになる。

委　員

了解した。

委　員

管理職手当の承認の手続きはどうなっているのか。

事務局

部長級の局長なのか、次長級の局長なのかは昇任選考の際に決定している。

委　員

「管理職手当に関する規則別表第１中の「人事委員会が承認したもの」について」の一部改正について（通知）を見ると、『管理職手当に係る区分が１種のものとして人事委員会が承認したものとは、（中略）部長及び同相当職の職に任用されている者をいう。』とあるが、任用されると自動的に人事委員会が承認したことになる。また、管理職手当に関する規則の人事委員会が承認したものに限るというところも任用されたら自動的に承認したことになる。ということでよいか。

事務局

そのとおり。

委　員

「参画協働課」とは何をする課なのか。

事務局
ボランティアやＮＰＯに関する業務を行う。

	７　次回人事委員会の開催


　　　平成２７年７月８日（水）午前１０時から開催することとした。
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